
 

職場環境改善計画助成金支給要領（建設現場コース） 

 

平成 31 年１月７日 

要領第２号 

 

（目的） 

第１条 この要領は、産業保健活動総合支援事業実施要領第５条第２項第３号に基づく職

場環境改善計画の作成・実施に対する助成金（以下「助成金」という。）の支給に係

る事務を適正かつ円滑に行うことを目的とし、必要な事項を定める。 

 

（定義） 

第２条 この要領における用語の定義は、次の各号のとおりとする。 

（１）元方事業者 

   １つの場所で行う事業の仕事の一部を請負人に請け負わせている事業者のこと。数

段階の請負関係がある場合には、その最も先次の注文者のこと。 

（２）関係請負人 

   元方事業者の仕事が数次の請負契約によって行われる場合の元方事業者以外の全て

の下請負人のこと。元方事業者から直接仕事を請け負った一次下請業者だけでなく、

さらに再下請けした二次以下の下請業者まで全てを含む。 

（３）統括安全衛生責任者 

元方事業者の労働者と関係請負人の労働者が１つの場所で作業することによって生

ずる労働災害を防止するために、当該場所における安全衛生を統括管理するために選

任される者のこと。労働者が常時 50 人以上（ずい道等の現場は 30 人以上）の建設現

場の場合、選任が義務づけられている。 

（４）ストレスチェック 

労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）第 66 条の 10 第１項に規定されている

「心理的な負担の程度を把握するための検査」（以下「当該検査」という。）又は当

該検査に準じて労働者の氏名を問わず無記名方式で実施された検査のこと。 

（５）ストレスチェック実施後の集団分析 

ストレスチェック結果を建設現場全体及び建設現場内の一定規模の集団（会社又は

グループ等）ごとに集計して、当該集団のストレスの特徴及び傾向を分析すること。 

（６）メンタルヘルス対策促進員 

中小規模事業場のメンタルヘルス対策を普及促進するため、産業保健総合支援セン

ター（以下「センター」という。）が委嘱したメンタルヘルス対策に関する訪問支援

を専門的に行う者であって、別に定める研修を修了した者のこと。 

（７）共同企業体 

   ２つ以上の建設業に属する事業の事業者が、１つの場所で行われる当該事業の仕事

を共同連帯して請け負う事業組織のこと。 

 

（助成金の対象となる要件） 

第３条 助成金の対象となる建設現場は、次の各号のいずれの要件も満たさなければなら

ない。 



 

（１）労災保険の適用事業であること。 

（２）元方事業者及び関係請負人の労働者数が常時 50 人以上の建設現場であること。 

（３）元方事業者は、ストレスチェック実施後の集団分析を実施していること。 

（４）建設現場を訪問したメンタルヘルス対策促進員からストレスチェック実施後の集団

分析結果の見方やストレスチェック実施後の集団分析結果を踏まえた職場環境改善手

法について助言・支援を受けていること。 

（５）メンタルヘルス対策促進員の助言・支援に基づき、職場環境改善計画を作成し、当

該計画に基づき職場環境の改善の全部又は一部を実施していること。 

（６）メンタルヘルス対策促進員から、職場環境改善計画に基づき職場環境の改善として

機器・設備の購入（リースやレンタルを含む。）が実施されたことの確認を受けてい

ること。 

 

（助成金の支給申請） 

第４条 助成金の支給を受けようとする元方事業者は、「職場環境改善計画助成金支給申

請書（建設現場コース）」（様式第１号）に以下に掲げる書類を添付して、当該年度

分について、翌年度の６月 30 日までにセンターに提出しなければならない。 

（１）「職場環境改善支援等実績報告書」（様式第２号） 

（２）「職場環境改善計画」 

（３）機器・設備購入（リースやレンタルを含む。）に関する「領収書」及び機器・設備

の「写真」 

（４）「職場環境改善計画助成金支給申請（建設現場コース）チェックリスト兼同意書」

（様式第３号） 

（５）「特定元方事業者の事業開始報告」（写） 

（６）「共同企業体代表者届」（写）（共同企業体の場合） 

（７）「保険関係成立届」（写） 

（８）「安全衛生管理体制図」等の書類（統括安全衛生責任者が明示されたもの） 

（９）返信用封筒（通知書返信用） 

 

（助成金に係る帳簿及び証拠書類の整備等） 

第５条 助成金の支給を受けた元方事業者は、事業年度（各年の４月１日から翌年の３月

31 日まで）ごとに助成金に係る帳簿を備え、機器・設備購入（リースやレンタルを含

む。）の事実を記録するとともに、領収書その他支出の事実を明らかにする証拠書類

を整備するものとする。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、助成金の支給対象期間終了後、５年間保存する

ものとする。 

 

（助成金の支給額） 

第６条 助成金の支給は、各年度の予算額の範囲で行うものとし、一事業年度（各年の４

月１日から翌年の３月 31 日まで）における支給対象元方事業者に対する助成金の支給

額は、産業保健活動総合支援事業実施要領第５条第２項第３号のとおりとする。 

 

（端数処理） 



 

第７条 助成金の金額に１円未満の端数が生じたときは、国等の債権債務等の金額の端数

計算に関する法律（昭和 25 年法律第 61 号）第２条の規定を準用し、その端数を切り

捨てるものとする。 

 

（支給審査及び決定通知） 

第８条 第４条の規定による支給申請があったときは、機構本部は同条の支給申請事項に

不備がないかを審査し、支給額を決定するものとする。 

２ 機構本部は、前項の規定による審査結果について、適当であると認めたときは、「助

成金支給決定通知書（様式第４号）」により元方事業者に通知するものとする。 

３ 機構本部は、第１項の規定により審査した結果について、不適当であると認めたとき

は、その理由を付して「助成金不支給決定通知書（様式第５号）」により元方事業者

に通知するものとする。 

 

（支給方法） 

第９条 前条の規定により適当であると認めたときは、助成金を当該者に支給するものと

する。 

２ 前項の助成金の支給は、機構本部から、当該者が指定する金融機関の口座に振り込む

ことにより行うものとする。 

 

（助成金に係る事務取扱機関） 

第 10 条 助成金に係る業務のうち次に掲げる業務は、センターが行うものとする。 

（１）センター単独又は他機関と連携して実施する助成金に関する説明会の開催 

（２）助成金の問合せ等に対する説明（センターへの問合せ等に限る。） 

（３）センターで実施する研修等と併せた助成金に関する周知活動 

（４）支給申請の受付記録 

（５）その他、機構本部が指示する事項 

２ 前項各号に規定する業務以外の助成金に係る業務は、機構本部が行うものとする。 

 

（不正受給者に対する措置） 

第 11 条 機構本部は、偽りその他不正の行為により本来受けることのできない助成金の

支給を受け、又は受けようとした元方事業者に対し、不正に係る助成金について不支

給の決定をし、又は支給決定を取り消した上で返還させるものとする。 

 

  附 則 

１ この要領は、平成 31 年１月７日から施行し、平成 31 年１月１日から適用する。 


